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表紙

　上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
　なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様
に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたし
ます。

　株主の皆さまへ
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　当社グループは、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について取締役会決議を行っており
ます。その概要は次のとおりであります。

(1)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社グループは「コンプライアンス規程」を策定し、コンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。
② 法令・定款違反等を未然に防止する体制として内部通報制度を導入する。
③ 法令・定款違反等の行為が発見された場合には「コンプライアンス規程」に従って、取締役会に報告のうえ、外部専門家

と協力しながら対応に努める。
④ 役職員の法令・定款違反等の行為については「就業規則」に基づき適正に処分を行う。
⑤ 代表取締役社長により任命された内部監査担当者は、役職員の職務執行状況についてコンプライアンスの観点から内部監

査を実施する。
⑥ 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に従い、財務報告に係る内部統制の整備及び運用を

行う。
⑦ 反社会的勢力を断固として排除・遮断することとし、反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、警察等の外部専

門機関と緊密に連携を持ちながら対応していく。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 役職員の職務執行に係る情報については「文書管理規程」及び「情報管理規程」に従って、適切に作成、保存または廃棄

される。
② 保存期間は、文書・情報の種類、重要性に応じて社内規程に規定された期間とする。
③ 取締役及び監査役は、いつでも保存された文書・情報を閲覧し得るものとする。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 「リスク管理規程」を制定し、想定されるリスクに応じた有事に備えるとともに、有事が発生した場合には、当該規程に

従い迅速かつ適切に対応する。
② 取締役会は、必要に応じて、リスク管理体制について見直しを行う。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 「職務権限規程」を定め、重要性に応じた意思決定を行うことで、意思決定の迅速化を図る。

② 職務執行に関する権限及び責任については、「職務権限規程」、「業務分掌規程」その他の社内規程において明文化し、
業務を効率的に遂行する。

③ 業務運営状況について、内部監査担当者による内部監査を実施し、その状況を把握し改善を図る。
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(5)当該株式会社並びにその親会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　親会社及び親会社グループと取引を行う場合は、当該取引の合理性（事業上の必要性）、取引条件の妥当性等を慎重に検討し
たうえで取引を行う等、取引の適正性を確保する体制を構築する。

(6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使用
人の取締役からの独立性に関する事項
① 監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要な人員数及び求められる資質について、監査役と

協議のうえ、適任と認められる人員を配置する。
② 補助使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役以外からの指揮命令は受けない。
③ 補助使用人の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査役の意見を尊重する。

(7)監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 会社は、補助使用人が監査役に同行して、社内の重要会議に出席する機会を確保する。
② 会社は、補助使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環境を整備する。

(8)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
① 取締役及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほか、監査役から報告を求められた事項について速やかに監査役

に報告する。
② 当社グループは「内部通報規程」の定めるところにより、法令、定款、または社内規程に違反する重大な事実、その他コ

ンプライアンス上の重大な問題に係る通報について、監査役への適切な報告体制を確保する。

(9)報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
① 監査役は、取締役または使用人から得た情報について、第三者に対する報告義務を負わない。
② 監査役は、報告をした使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関して、取締役にその理由の開示を求めることができる。

(10)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用
または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社グループは、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請
求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる。

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 会社は、監査役が社内の重要課題等を把握し、必要に応じ意見を述べることができるよう、取締役会及び社内の重要会議

に出席する機会を確保する。
② 取締役及び使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役等との意見交換等、監査役の活動が円滑

に行われるよう、監査環境の整備に協力する。
③ 監査役は、監査の実施に当たり必要と認める場合には、弁護士、公認会計士等に対して、監査業務に関する助言を求める

ことができる。
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④ 監査役、会計監査人及び内部監査担当者は、監査計画や監査結果等に係る情報の共有、意見交換の場を持ち、それぞれの
監査の有効性及び効率性の向上並びに相互補完を図る。

上記、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
ⅰ）職務執行の適正性及び効率性の向上
　当事業年度は定例を含め15回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要事項の決定並びに各取締役の業務執
行状況の監督を行いました。
ⅱ）監査役の監査が実効的に行われることの確保
　当事業年度は定例を含め14回の監査役会を開催し、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、取締
役会などの重要な会議へ出席し、代表取締役、会計監査人及び内部監査担当者との間で定期的に情報交換等を行うことで取
締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しております。
ⅲ）コンプライアンス体制について
　内部通報窓口を管理本部長、常勤監査役及び顧問弁護士に設置しております。当事業年度において内部通報の実績はあり
ませんでした。内部通報を受けた場合には「内部通報規程」に基づき、通報者に不利益を与えないことを確保して調査など
を実施し、早期解決、是正措置及び再発防止を図っております。
ⅳ）当社グループにおける業務の適正性の確保
　内部監査担当者は、内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を実施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書（2024年10月１日から2025年９月30日まで） (単位：千円)

株主資本 新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首
残高 476,829 456,829 637,847 △272 1,571,234 10,908 22,159 1,604,302
当連結会計年度
変動額
新株の発行 1,340 1,340 2,681 2,681
親会社株主に帰属する当期純
利益 153,480 153,480 153,480

自己株式の取得 △215,628 △215,628 △215,628

自己株式の処分 △93 2,298 2,204 2,204

自己株式の消却 △194,920 194,920 － －

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
（純額）

6,181 3,230 9,411

当連結会計年度変動額
合計 1,340 1,340 △41,532 △18,409 △57,261 6,181 3,230 △47,849
当連結会計年度末
残高 478,170 458,170 596,314 △18,681 1,513,972 17,089 25,390 1,556,453

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 4 －
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

 連結子会社の状況
・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 クレジットスコア株式会社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　２年〜15年
工具、器具及び備品　４年〜８年

② 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、過去の貸倒実績及び回収不能と見込まれる債権残高がないため計上しておりません。

ロ．賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上
しております。

③ 重要な収益及び費用の計上基準
イ．マーケティング支援サービス

　IM-DMPを活用したユーザーフィルタリングを通して費用対効果の高いマーケティング活動を支援するサービスを行って
おり、顧客との契約に基づきIM-DMPを利用した広告配信の提供により履行義務が充足されるため、配信期間にわたって収
益を認識しております。

ロ．Perfomance DMP
　IM-DMPを活用し、高パフォーマンスのユーザーを分析することで費用対効果の高い広告配信を行うサービスを行ってお
り、広告主の成果（購買や契約成立等）として認められた広告配信の提供により履行義務が充足されるため、配信期間にわ
たって収益を認識しております。

ハ．データマネジメント・アナリティクスサービス
　IM-DMPのデータを企業に提供しており、顧客へのデータ提供により履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識
しております。また、企業の保有ツールとIM-DMPを連携することで、企業が持つ1st PartyData精度の向上及び分析を行
うサービスを行っており、契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間にわたって収益を認識しております。
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株式の種類 当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

普通株式 3,316,250 24,100 220,000 3,120,350

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

普通株式 4,821 239,000 222,600 21,221

普通株式 49,300株

ニ．Select DMP
　BtoB企業向けにWEB閲覧履歴から、自社商材に関心を持っている可能性が高い見込み顧客企業を抽出し、リスト化する
サービスを行っており、契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間にわたって収益を認識しております。

２．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の総数は、新株予約権の行使により23,000株の新株式の発行、業績連動株式報酬として1,100株の新株式の発行により増加し、自
己株式の消却により220,000株減少しています。

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）自己株式の総数は、従業員の退職に伴う譲渡制限付株式の無償取得により1,000株、自己株式の買取により238,000株増加し、譲渡制限付株式
報酬としての自己株式の処分2,600株、自己株式の消却として220,000株減少しております。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び
数に関する事項

３．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、運転資金及び設備投資資金に関しては、必要な資金を主に銀行等金融機関から借入により調達しておりま
す。また、デリバティブ取引については行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　当社グループにおきましては、与信管理規程を設け、与信管理体制の構築・運用を行っており、また、既存取引先との関係を
維持しつつ、新規取引先の獲得に注力していくことを継続的に行い、特定の取引先への集中度をより低減させていく方針であり
ます。
　営業債務である買掛金、未払法人税等は、すべてが１年以内の支払期日であります。また、支払期日に支払いを実行できなく
なる流動性リスクに晒されております。長期借入金は、長期運転資金及び設備資金に係る資金調達であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理
　経理担当者が、取引先別に期日及び残高を管理するとともに、入金状況を各営業担当者に随時連絡しております。これにより
各取引先の財政状態等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
ⅱ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　経理担当者が、適時に資金繰り計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。
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区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額
長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 100,000 96,147 △3,852

　負債計 100,000 96,147 △3,852

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
（１年内返済予定の
長期借入金を含む）

－ 96,147 － 96,147

負債計 － 96,147 － 96,147

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含まれております。
当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2025年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）現金及び預金、売掛金、買掛金、未払法人税等については、現金であること、及び短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似しているこ
とから、記載を省略しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

－ 7 －
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連結注記表

（単位：千円）
当連結会計年度

（自　2024年10月１日
至　2025年９月30日）

マーケティング支援サービス 1,631,860
データマネジメント・アナリティクスサービス 470,096
Performance DMP 1,228,565
Select DMP 33,110

顧客との契約から生じる収益 3,363,631

その他の収益 －

外部顧客への売上高 3,363,631

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 390,998
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 462,190
契約資産（期首残高） 9,187
契約資産（期末残高） 6,208
契約負債（期首残高） 2,409
契約負債（期末残高） 2,134

４．収益認識に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、DMP事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりでありま
す。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に
関する注記等（3）会計方針に関する事項　③重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在
する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
①契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権、契約資産、契約負債に関する情報は以下のとおりです。
連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれております。

（単位：千円）

　契約資産はマーケティング支援サービスについて期末日時点で履行義務を充足しているが未請求の財又はサービスに係る対価
に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧
客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該財又はサービスに係る対価は、履行義務を充足してから、概ね２ヶ月以内
に受領しております。
　契約負債は契約に基づき顧客から受領した前受金で翌連結会計年度以降に充足する履行義務に対応するものであります。契約
負債は収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は2,409千円であります。

－ 8 －
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連結注記表

(1) 1株当たり純資産額 488円52銭
(2) 1株当たり当期純利益 47円32銭

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいて、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に
関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあ
りません。

５．1株当たり情報に関する注記

６．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 9 －
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年10月１日から2025年９月30日まで） (単位：千円)

株主資本

新株
予約権

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

当期首残高 476,829 456,829 456,829 645,369 △272 1,578,755 10,908 1,589,664
当期変動額
新株の発行 1,340 1,340 1,340 2,681 2,681
当期純利益 150,118 150,118 150,118
自己株式の取得 △215,628 △215,628 △215,628
自己株式の処分 △93 2,298 2,204 2,204
自己株式の消却 △194,920 194,920 － －
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

6,181 6,181

当期変動額合計 1,340 1,340 1,340 △44,895 △18,409 △60,624 6,181 △54,442
当期末残高 478,170 458,170 458,170 600,473 △18,681 1,518,131 17,089 1,535,221
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 10 －
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式 移動平均法による原価法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、建物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　　　　　　　　　２～15年
工具、器具及び備品　　　４～８年

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、過去の貸倒実績及び回収不能と見込まれる債権残高がないため計上しておりません。

② 賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上して
おります。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
① マーケティング支援サービス

　IM-DMPを活用したユーザーフィルタリングを通して費用対効果の高いマーケティング活動を支援するサービスを行ってお
り、顧客との契約に基づきIM-DMPを利用した広告配信の提供により履行義務が充足されるため、配信期間にわたって収益を
認識しております。

② Perfomance DMP
　IM-DMPを活用し、高パフォーマンスのユーザーを分析することで費用対効果の高い広告配信を行うサービスを行ってお
り、広告主の成果（購買や契約成立等）として認められた広告配信の提供により履行義務が充足されるため、配信期間にわた
って収益を認識しております。

③ データマネジメント・アナリティクスサービス
　IM-DMPのデータを企業に提供しており、顧客へのデータ提供により履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識し
ております。また、企業の保有ツールとIM-DMPを連携することで、企業が持つ1st PartyData精度の向上及び分析を行うサ
ービスを行っており、契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間にわたって収益を認識しております。

④ Select DMP
　BtoB企業向けにWEB閲覧履歴から、自社商材に関心を持っている可能性が高い見込み顧客企業を抽出し、リスト化するサ
ービスを行っており、契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間にわたって収益を認識しております。

－ 11 －
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短期金銭債権 528千円
短期金銭債務 1,170千円

営業取引による取引高 19,201千円
営業取引以外の取引高 360千円

株式の種類 当事業年度
期首株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度
末株式数（株）

普通株式 4,821 239,000 222,600 21,221

繰延税金資産
減価償却超過額 1,135千円
投資有価証券評価損 4,696
未払事業税 4,499
賞与引当金 7,688
資産除去債務 1,985
株式報酬費用 3,888
その他 2,995

繰延税金資産小計 26,889
評価性引当額 △6,682

繰延税金資産合計 20,207

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 244

繰延税金負債合計 244
繰延税金資産の純額 19,962

２．貸借対照表に関する注記
　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）自己株式の総数は、従業員の退職に伴う譲渡制限付株式の無償取得により1,000株、自己株式の買取により238,000株増加し、譲渡制限付株式
報酬としての自己株式の処分2,600株、自己株式の消却として220,000株減少しております。

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 12 －
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種類 会社等の名称又は氏
名

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 簗島　亮次 （被所有）
13.61

当社代表取締役
社長 新株予約権行使 1,955 － －

１株当たり純資産額 489円86銭
１株当たり当期純利益 46円28銭

６．関連当事者との取引に関する注記
役員

（注）2015年12月28日開催の株主総会決議に基づき付与された新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。なお、新株予約権
の権利行使の取引金額は、当事業年度における権利行使による付与株式数に、行使時の１株当たりの払込金額を乗じた金額を記載しておりま
す。

７．収益認識に関する注記
　顧客との契約から⽣じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「４.収益認識に関する注記」に同一の内容を
記載しているので、注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象
該当事項はありません。

－ 13 －


